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1. はじめに
学校図書館に関する研究において、基礎データとし

て活用する調査の一つに、文部科学省が都道府県教育
委員会等を通じて実施し発表する「学校図書館の現状
に関する調査」（以下「文科省調査」）がある（1）。

本稿では、文科省調査の平成 14（2002）年度から
最新の令和 2（2020）年度までの全 12 回分（表）の調
査結果の経年変化を中心に取り上げて、学校図書館を
取り巻く課題を探る。

2．�「学校図書館の現状に関する調査」の概要と調査結
果の変化

令和 2（2020）年度文科省調査では、調査結果は、
学校図書館における人的整備の状況、学校における物
的整備の状況、学校図書館の活用及び読書活動の状況
の 3 領域に分けて提示されている。この章立ては全回
にわたってほぼ継続されており、本稿でもこれに従っ
て述べる。

2.1 学校図書館における人的整備の状況
2.1.1 司書教諭

司書教諭は 1997 年の学校図書館法改正により、12
学級以上校での附則における配置猶予措置が 2003 年 4
月 1 日以降撤廃され、司書教諭配置が義務化された（2）

（11 学級以下校については現在も「当分の間」の配置
猶予の規定が有効である）。

文科省調査では、校種・設置者別（公立・国立・私

表 対象とした調査一覧

立・特区（3））の学校数、司書教諭発令校数、発令校割
合を示している。平成 15（2003）年度以降は、12 学
級以上の学校について、さらに平成 19（2007）年度か
らは、11 学級以下校についても同様のデータを示すよ
うになっている。

校種別の発令率は平成 14（2002）年度では小学校
8.3％、中学校 10.2％、高等学校 22.2％、特別支援学校
小学部 4.4％、中学部 2.7％、高等部 4.6％であったが、
改正法施行後の平成 15（2003）年度調査では発令率
は順に 54.8％、51.8％、77.2％、50.5％、31％、49.5％
と急激な拡大を見せた。12 学級以上校の発令率は平成
15（2003）年度調査で既にどの校種も 92％以上であっ
た。

一方、11 学級以下校での配置率は、令和 2（2020）
年度でも小学校 30.5％、中学校 31.3％、高等学校
34.9％、特別支援学校小学部 26.1％、中学部 27.9％、
高等部 27.7％で、公表の開始された平成 19（2007）年
度から、小・中・高等学校は 10 ポイント前後、特別
支援学校では 2 － 5 ポイント程度の上昇にとどまって
いる。11 学級以下校数は、高等学校では約 2 割である
ものの、小学校では 4 割強、中学校は 5 割強を占めて
いる（令和 2 年度）。特別支援学校も、いずれの校種
も半数前後が 11 学級以下校である。すなわち、高等
学校を除いては、全体の約半数にあたる小規模校のう
ち、約 7 割の学校が司書教諭未配置ということになる。

都道府県別に示された公立小・中・高等学校の 11
学級以下校での発令率は平成 20（2008）年度調査で
鳥取県が既に全校種 100％を示し以降継続している一
方で、全校種で発令率 20％未満の都道府県が、令和 2

（2020）年度においても 5 ある。
設置者別では、私立学校は、法改正以前の平成 14

（2002）年度でも 47.2％で、平成 15（2003）年度以降
上昇し、公立・国立より高い数値で推移して、平成 19

（2007）年度には 82.2％と高率を示した。しかし、公
立校の上昇傾向に反して、私立校の配置率は平成 22

（2010）年度以降、70％前後で上下を繰り返し、令和 2
（2020）年度には、61.7％と公立（69.3％）より低くなっ
ている（図 1）。私立学校の経営状況の厳しさが人的配
置に影響していないか、低下の要因が気がかりなとこ
ろだ。

なお、司書教諭は学校図書館法で「教諭をもつて充
てる」（充て職）と定められており、発令状況に加え
て、司書教諭の負担軽減状況（12 学級以上校は平成
17（2005）年度調査、11 学級以下校の状況は平成 19

（2007）年度調査以降）、司書教諭が学校図書館を担当
している時間数（平成 24（2012）年度調査以降）も調
査項目に加えられている。ただし、負担軽減状況（授
業時数を軽減している学校数）や学校図書館担当時間

人的配置 読書活動 蔵書状況

平成14年度 2002 2002.8 2002.5 2002.3.31 2002.3.31

平成15年度 2003 2004.2 2003.5 2003.3.31 2003.3.31

平成16年度 2004 2005.4 2004.5 2004.3.31 2004.3.31

平成17年度 2005 2006.4 2005.5 2005.5 2005.3.31

平成18年度 2006 2007.4 2006.5 2006.5 2006.3.31

平成19年度 2007 2008.4 2007.5 2007.5 2007.3.31

平成20年度 2008 2009.4 2008.5 2008.5 2008.3.31

平成22年度 2010 2011.6 2010.5 2010.5 2010.3.31

平成24年度 2012 2013.3 2012.5 2012.5 2012.3.31

平成26年度 2014 2015.12 2014.5 2014.5 2014.3.31

平成28年度 2016 2016.10 2016.4 2016.3.31 2016.3.31

令和2年度 2020 2021.7 2020.5 2020.3.31 2020.3.31

調査名 西暦年度 発表年月
調査年月

＊	放送大学
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平均には、規模による差はほとんどなく、また経年に
よって若干の増加がみられるものの大きな変化はな
い。最新調査でもいずれも少ない値で留まっている（令
和 2（2020）年度負担軽減 , 担当時間：12 学級以上校
11.7％ , 2.5 時間　11 学級以下 11.9％，2.2 時間）。

2.1.2 学校司書の配置と勤務形態
司書教諭が「充て職」で規定された当初から、学校

図書館を活用しようとする地方公共団体・学校では、
各自の采配で、学校図書館業務を担当する人材－「学
校司書」を配置し、特に高等学校では正規職員として
の学校司書も多く雇用してきた。しかし、法定までに
は結局多くの時間と努力を要し、学校図書館法に「専
ら学校図書館の職務に従事する職員（いわゆる学校司
書）」として規定されたのは、2014 年の学校図書館法
改正（施行は 2015 年 4 月）であった（4）。ただし「置
くよう努めなければならない」という努力義務の規定
である。

文科省調査において、平成 14（2002）年度時点では、
人材としての学校司書は調査対象となっていない。平
成 17（2005）年度調査から小・中・高等学校について、「学
校図書館担当職員」として配置状況、勤務形態の調査
が行われ始めた。

令和 2（2020）年度調査結果の公表に際しては、「調
査結果の概要」の（1）に「「学校司書」（5）を配置し
ている学校の割合は、小・中・高等学校でそれぞれ
68.8％、64.1％、63.0％であり、小・中学校は前回より
増加したが、高等学校は減少」と挙げられている（6）。
平成 28（2016）年度調査結果の概要でも、学校司書の
配置を取り上げており（7）、近年学校司書の配置が課題
として認識されていることが窺える。

学校司書数の経年変化をみると、小・中学校はいず
れも人数は増加し、令和 2（2020）年度は平成 17（2005）
年度の 1.9 倍、1.7 倍となった。一方、高等学校の学校
司書数は右肩下がりの傾向にあり、令和 2（2020）年
度は平成 17（2005）年度結果と比較すると 18％減少

している。
配置校割合（図 2）も、平成 17（2005）年度調査で

は、小学校 31.6％、中学校 34.0％、高等学校 73.1％で、
その後、小・中学校では上昇傾向を示しているが、高
等学校の配置校割合は減少傾向にあり、令和 2（2020）
年度には小・中学校を下回った。

特別支援学校、義務教育学校、中等教育学校につい
ては平成 28（2016）年度からそのデータが公表されて
いる。令和 2（2020）年度でも特別支援学校は小学部・
中学部が 10％未満、高等部でも 10％台と低率が目を
引く。

勤務形態としては平成 17（2005）年度から平成 20
（2008）年度は、小・中・高等学校の常勤職員・非常
勤職員（8）の人数のみ掲載されていたが、平成 22（2010）
年度からは、常勤職員配置校割合も掲出されている。
常勤職員配置校割合は令和 2（2020）年度で、小学校
9.7％、中学校 10.9％、高等学校 51.2％であり、経年変
化をみると微減の傾向がある。小・中学校では学校司
書数、配置校割合ともに伸びていたが、それはほぼ非
常勤職員の増加による、ということになる。

なお、設置者別にみると、常勤の学校司書を配置す
る学校数割合は国立・公立に比較して、私立で高い。
これは、過去 4 回でも同様だが、経年変化をみると、
令和 2（2020）年度で私立学校の常勤学校司書配置割
合は大きく低下していた。

また、平成 20（2008）年度調査から、都道府県別
の公立学校（小・中・高等学校）の学校司書配置率が
示されている。令和 2（2020）年度調査時点で、全校
配置となっているのは、小・中学校では島根県のみで
あった。一方、10％未満の配置を示した都道府県数は、
平成 20（2008）年度と比較すると令和 2（2020）年度
は減少したものの、ほぼ毎回同じ県で低率が継続して

図1 司書教諭発令率（設置者別）の推移

図2 学校司書配置校割合（校種別）の推移
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おり、都道府県の格差が懸念される。

2.1.3 司書教諭と学校司書の配置のクロス集計
参考としてではあるが、司書教諭と学校司書の配置

とのクロス集計も平成 22（2010）年度調査から（特
別支援学校、中等教育学校、義務教育学校は平成 28

（2016）年度から）追加されている。合計では「司書
教諭発令あり、学校司書配置あり」がどの調査年でも
最多で、年を経るごとにその割合が上昇している。た
だし、「司書教諭発令なし、学校司書配置なし」が令
和 2（2020）年度の段階でも、全国で 5,860 校（全体
の約 15.8％）ある。特に、校種別にみると、特別支援
学校では、令和 2（2020）年度でも小学部の 34.6％、
中学部の 48.0％、高等部の 32.9％で「司書教諭発令なし、
学校司書配置なし」である。学校図書館に専門職がい
ない、ということであり、解消すべき大きな問題であ
るといえる。

また、設置者別でみると、私立校では、令和 2（2020）
年度調査で「司書教諭発令あり、学校司書設置あり」
の数・割合とも減少している一方、「司書教諭発令な
し学校司書配置なし」の数・割合が増加している。

2.2 学校図書館整備状況（公立学校のみ）
2.2.1 �学校図書館蔵書冊数と学校図書館図書標準達成

状況
平成 14（2002）年度調査以降、学校数は減少傾向

にある一方、蔵書冊数はほぼ横ばいか若干増加傾向に
あり、よって１校あたりの蔵書冊数は増加している。
1 校当たりの冊数について令和 2（2020）年度調査と
平成 14（2002）年度とを比較すると、小学校で 1.40 倍、
中学校で 1.32 倍、高等学校で 1.17 倍となっている。

公立の小学校及び中学校の学校図書館で備えるべき
図書の冊数を定めた「学校図書館図書標準」は文部省
時代の 1993 年に公表された（9）。学校図書館図書標準
の達成状況は、令和 2（2020）年度調査で平成 13（2001）
年度以降の経年変化をグラフ化して提示しており、小・
中学校いずれも右肩上がりの上昇傾向を示している。

ただし、グラフ化されていないが、特別支援学校の
小学部・中学部の学校図書館図書標準達成状況も平成
22（2010）年度以降掲出されており、そちらを見ると、
極めて低い達成率であり経年の変化もみられない。こ
の状況について認識しておく必要があるだろう。

また、令和 2（2020）年度調査では、都道府県別の
達成状況（小・中学校別）も棒グラフにして示してい
るほか、従前と同様に、都道府県内の市町村別の達成
状況も表で示している。都道府県レベルでは小・中学
校とも 100％を達成している都道府県は未だ見られな
い。多くの都道府県で小学校と中学校の達成率は似た
傾向を示していた。

2.2.2 図書以外の資料
令和 2（2020）年度では、「多様な蔵書等の整備状況」

として、電子書籍や障害者用資料、外国語の図書、映
像資料の所蔵状況を調査している。ただし、現状はい
ずれの資料群の収集も特別支援学校も含めて低率にと
どまっている。

新聞の配備については文部科学省の第 4 次「学校図
書館図書整備等 5 か年計画」から財政措置が加えられ、
第 5 次計画で増額された（10）。文科省調査でも平成 22

（2010）年度から配備状況が継続して調査され、新聞
配備校の割合及び配備されている紙数とその平均が示
されている。どちらも漸増しているが、学校図書館に
配備している学校の割合は令和 2（2020）年度では、小・
中学校は半分以下であり、特別支援学校は 2 割前後の
現状である。購読紙数平均も微増しているものの、未
だ十分といえる数ではなく（小学校 1.6 紙、中学校 2.7
紙、高等学校 3.5 紙）、第 6 次の同計画でさらなる配備
が求められている（11）。

一覧性・保存性や記事の重要性を見出し文字の大き
さや記事分量で感覚的に把握できることなどは、紙媒
体の新聞の特性である。紙媒体の新聞を購読する家庭
が減少している現在、学校図書館での新聞のさらなる
充実が望まれる。

2.2.3 情報機器の整備と蔵書データベース化
文科省調査では、平成 24（2012）年度から、学校

図書館での情報機器の配備についての調査項目が設け
られている。

児童生徒がインターネット検索等に利用できる情報

図3 学校図書館図書標準達成校割合の推移
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環境がある（「学校図書館と情報メディア機器を活用
できる部屋（コンピュータ室等）が一体的に整備され
ている」「学校図書館内に、児童生徒が検索・インター
ネットによる情報収集に活用できる情報メディア機器
が整備されている」）のは令和 2（2020）年度で小学校
20.4％、中学校 19.5％、高等学校 49.8％である。小・
中学校の半数以上が、学校図書館の情報機器は「資料
管理・資料返却等にのみ使用」で、ネットワーク情報
資源の利用が可能なのは半数以下のようだ。

児童生徒が 1 人 1 台のタブレット端末を所有する状
況になれば、学校図書館で情報機器を用意する必要は
ないかもしれない。しかし、令和 2（2020）年度で校
内 LAN 整備（有線または無線）は 85％以上ではある
ものの、有線 LAN の方が多く、また「児童生徒が情
報メディア機器を利用できる自主学習スペースが用意
されている」のは小学校 6.1％、中学校 5.2％、高等学
校 20.0％と少数である。インターネット情報検索が落
ち着いて行えないのであれば、学校図書館でインター
ネット情報が提供できているとは言えない。特別支援
学校ではメディア機器が「整備されていない」がいず
れの校種も 60％を超えている。

インターネット情報資源も、情報センターの機能を
もつ（12）学校図書館で備えるべき資料であることを確
認したうえで、アクセスが的確に行えるような環境整
備を行うべきである。

なお、蔵書データベース化割合は平成 14（2002）
年度段階から回を追うごとに上昇し令和 2（2020）年
度では小学校 80.5％、中学校 79.3％、高等学校 92.2％
となった。ただし、公立図書館の OPAC 導入率（13）と
比較すると、高等学校以外は未だ低率であり、とりわ
け特別支援学校では令和 2（2020）年度でも 60％に届
いていない。情報機器による検索が当たり前になった
現在（14）、コンピュータ目録の提供は、継続して学校
図書館の喫緊の課題といえる。

3. 読書活動（公立学校のみ）
3.1 全校一斉読書活動とそのほかの活動

全校一斉読書活動の状況に関しては、継続的に調査
されており、平成 14（2002）年度で小学校 77.8％、中
学校 60.5％、高等学校 24.6％であったが、小学校は平
成 17（2005）年度に 90％、中学校も平成 18（2006）
年度に 80％を超え、平成 28（2016）年度には小学校
97.1％、中学校 88.5％となった。ただし令和 2（2020）
年度は下降している。

全校一斉読書活動以外の読書活動として、内訳では
小学校は読み聞かせ（90％超）が最も多く、中・高等
学校になると、ブックトークやビブリオバトルが増え、
必読書コーナー・推薦図書コーナー設置の割合は小学

校より高くなった。

3.2 学校図書館全体計画策定状況
学校図書館全体計画の策定状況は平成 24（2012）

年度から調査されており、小・中学校は上昇傾向がみ
られるが、高等学校は変化がなく、令和 2（2020）年
度で、小学校 88.8％、中学校 76.6％、高等学校 60.4％
であった。

3.3 公共図書館との連携
公共図書館との連携の有無については、継続して調

査が行われており、いずれの校種でも実施割合はほぼ
上昇を続けている。サービスの内訳では、どの校種も
各年を通して団体貸出の実施が多かった。小学校の実
施校割合が最も高く、中学校、高等学校の順に低くなっ
た。

3.4 ボランティアとの連携（活用）
ボランティアとの連携（平成 28（2016）年度以前

は「活用」）についての調査も継続して行われている。
小学校は平成 14（2002）年度は 31.5％であったのが平
成 17（2005）年度調査で一挙に 59.9％となり、平成
24（2012）－平成 28（2016）年度は 80％を超えていた。
高等学校は平成 14（2002）年度の 2.5％からほとんど
変化がない。内訳は、継続して読み聞かせ等の読書活
動支援が多い。

なお、地域開放の状況は平成 22（2010）年度まで
継続して調査されていたが、平成 24（2012）年度から
その項目はみられなくなった。

4. 調査結果からみる課題
文科省調査では、学校図書館への期待を反映してか

調査項目の更新が毎回行われている。データとして有
用なものが多いが、調査間隔は一定ではない。平成 20

（2008）年度までは毎年実施されていたが、以後隔年
となり、平成 28（2016）年度の次は令和 2（2020）年
度に実施された。次回は令和 7（2025）年実施予定と
報知されている。5 年に一度の調査結果は「現状」と
は言い難い場合も出てくる。人的配置や学校図書館メ
ディア等の基本的なデータだけでも頻度をあげて公表
されることが望まれる。

校種ごとの経年変化をたどると、いずれの領域にお
いても、高等学校に関するデータの低下や停滞、特別
支援学校の指標の低迷が懸念される。中高生世代の読
書率の低迷や情報読解力や偽情報への対応は、第四次

「子供の読書活動の推進に関する基本的な計画」（15）や
OECD 生徒の学習到達度調査（PISA）（16）等の結果分
析でも、課題として挙げられているところである。生
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徒の身近にある学校図書館がその対応の先鋒となれる
よう整備が行われることが強く望まれる。
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